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＊反発相次ぐ「一帯一路」投資…ｻｳｽ・ﾁｬｲﾅ・ｺﾚｽﾎﾟﾝﾃﾞﾝﾄ　ﾍﾞﾝ・ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ
中国のｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団の馬雲会長は6月半ば、ﾏﾚ-ｼｱへ飛んだ。親しくしていたﾅｼﾞﾌﾞ首相が5月の総
選挙で退陣に追い込まれたことで、今度はﾏﾊﾃｨｰﾙ新首相に取り入ろうとしたのだ。ﾏﾊﾃｨｰﾙ氏が
先に「一帯一路」でﾅｼﾞﾌﾞ氏が多くの中国企業と結んだ「不平等契約」を見直すと表明したからだ。中
国の融資で港を建設し、返済に窮したｽﾘﾗﾝｶ政府が昨年、港の使用権を中国国有企業に移譲せざ
るを得なくなった例もあり、一帯一路は周辺国への影響力拡大を狙う中国の債務のわなだという指
摘が多い。ﾏﾚｰｼｱでもﾅｼﾞﾌﾞ氏は国を売り渡しているとみて、国民が批判を強めた。軍事的威嚇や
経済支配、見返りの示唆という手法を組み合わせ東南ｱｼﾞｱを思い通りに振る舞い続けてきた中国
政府は他国の言い分は不愉快だ。ﾍﾞﾄﾅﾑもｲﾝﾄﾞﾈｼｱも、中国のやり方に疑問符を持つ。何千人も
の中国人の従業員を現地へ送り、国家丸抱えで工事を進めるからだ。ただ、ﾏﾚｰｼｱの動きは中国
にとって本気で周辺国と互恵精神で事業を進めようとしていることを示す好機ともいえる。

＊米中摩擦、身構えるﾏﾈｰ…株価、6割が下落
米国と中国の貿易摩擦と米利上げで、ｱｼﾞｱの株式市場に警戒感が広がっている。「Asia300」（6月
時点で325社）を構成する自動車、IT、不動産などの企業の株価は1～6月、幅広く下落した。資源
や小売りなど上昇した銘柄はあるものの、保護主義への懸念などで株安は中国以外の企業にも広
がり、ｱｼﾞｱの成長に期待してきた投資家は一転してﾘｽｸに身構える。
●主な暴落銘柄ーー⦿中国通訊（ZTE）（通信機器）▲株価騰落率　59%、⦿ｱｲﾃﾞｱ･ｾﾙﾗｰ・ｲﾝﾄﾞ（通
信）▲45%、⦿広州汽車集団（自動車）　▲42%、⦿京東方科技集団　▲41%、⦿ﾀﾀ自動車（自動車）
▲38%、⦿MMCｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ・ﾏﾚｰｼｱ（建設）　▲35%、⦿ﾘｯﾎﾟｰ・ｶﾗﾜﾁ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ（不動産）　▲30%、⦿
タイ国際航空・ﾀｲ（航空）　▲27%、⦿BDCﾕﾆﾊﾞﾝｸ・ﾌｲﾘﾋﾟﾝ（金融）　▲23%　等
＊ｱｼﾞｱ新興国　通貨安広がる…対㌦での下落が目立つ
新興国の通貨安がｲﾝﾄﾞやｲﾝﾄﾞﾈｼｱにも広がってきたｲﾝﾄﾞの通貨ﾙﾋﾟｰは6月28日に一時、対㌦で過
去最安値を更新。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾙﾋﾟｱも2日に約2年9ヵ月ぶりの安値を付けた。経常赤字国で通貨が売ら
れやすい地合いにあることに加え、米中貿易摩擦の激化を受けて海外投資家が資金を引き揚げる
動きも出ており、一段安となる恐れもある。

＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞなどに打撃「収入減」…中国、ｽﾏﾎ決済前払い金保全義務
中国は急速に普及するｽﾏﾎ決済の安全性確保に乗り出す。支付宝（ｱﾘﾍﾟｲ）などｽﾏﾎ決済を手掛け
る事業者に対し、利用者が前払いしたお金の全てを、中国人民銀行に預けるよう義務付ける。ｱﾘﾍﾟ
ｲを手掛けるｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団などは、前払い金のうち支払いに充てられていない滞留資金で多額の金
利収入を得ており、収益面での打撃になりそうだ。現在の保全比率は約50%だが、18年7月から約
半年をかけて段階的に同比率を高めていく。

＊中国AI監視社会の危うさ
AIを使った顔認識証から、交流ｻｲﾄの一体化した個人の決済情報までを連動する社会管理ｼｽﾃﾑ
が、中国で動き出した。目的は犯罪防止とされるが、一連の情報は共産党一党独裁に批判的な
人々の監視に利用できる。人権保護の観点から透明な運用を求めたい。ｼｽﾃﾑの核となるのは、全
国の街角に設置する監視ｶﾒﾗとAIを結ぶ顔認証である。そもそも中国では、高速鉄道ばかりか、一
般のｷｯﾌﾟを買うのにも、ICﾁｯﾌﾟ内蔵の身分証明書を提示して実名登録する必要がある。西安の平
馬俑といった世界遺産への入場も同じだ。
民主化を訴えた学生らが中国軍の武力行使で死傷した痛ましい天安門事件から、既に29年。徹底
した情報統制で事件そのものの風化が懸念され、さらに情報化時代が生み出した新たな人権問題
が浮上している。中国だけではない。

＊ﾎﾝﾀﾞ、中国6月新車販売6%減
ﾎﾝﾀﾞは3日、中国での6月の新車販売台数（小売台数）が前年同月比6%減の10万7985台だったと発
表した。前年実績を5ヵ月連続で下回った。ﾘｺｰﾙ問題がこじれて3ヵ月間の販売停止を余儀なくされ
た主力車「CR-V」を6月から販売再開したが、勢いを欠き、ﾎﾝﾀﾞ全体で前年実績を上回ることはで
きなかった。1～6月の累計販売は前年同期比6.4%減の60万9100台だった。

＊半導体ｳｴﾊｰ　日韓台で増産へ…徐董事長「25年まで市況楽観」
半導体の基幹材料のｼﾘｺﾝｳｴﾊｰ世界3位、台湾の環球晶円（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｳｪｰﾊｽﾞ）が成長へｱｸｾﾙを踏
む。徐秀蘭董事長は「日韓台で増産投資を検討している」と表明した。AI向けなどで半導体需要が
急増したことに伴うｳｴﾊｰの供給不足に対応する。2025年までの長期にわたり需給の逼迫は続き、
業界は好況を維持できると述べた。小が大をのむ買収で台頭「『ｳｴﾊｰの女王』の異名」…台湾の環
球晶円（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｳｪｰﾊｽﾞ）はM&Aをﾃｺにｳｴﾊｰ業界で台頭した。業界6位だった2016年末に同4位の
米ｻﾝｴｼﾞｿﾝｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰを6億8300万㌦（約750憶円）で買収し、3位に浮上。「小が大をのむ」買収を
成功させた。現地ﾒﾃﾞｨｱで「ｳｴﾊｰの女王」の異名を取る。

＊中国、6.6%成長に減速…貿易摩擦　警戒
中国経済の減速を警戒する見方が広がってきた。日経新聞社と日経QUICKﾆｭｰｽが3日まとめた中
国ｴｺﾉﾐｽﾄ調査によると、4～6月の実質国内総生産（GDP)成長率の予測平均値は6.7%と、1～3月
の6.8%を下まわる見通しだ。18年通年も6.6%と17年の6.9%から減速。米中の貿易摩擦が長引き、輸
出が下振れするﾘｽｸを懸念する。
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＊「一帯一路」に芽吹く懸念…ﾐｬﾝﾏｰ、港湾開発縮小要求へ
中国がﾐｬﾝﾏｰのﾁｬｵﾋﾟｭｰ経済特区で進める港湾開発事業（100憶㌦《約1兆１千億円》）規模の規模
縮小を求める考えを明らかにした。ﾁｬｵﾋﾟｭｰはｲﾝﾄﾞ洋沿岸の港町で、中国内陸の雲南省につなが
る原油・天然ｶﾞｽﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝの起点に位置する。中国国有大手中国中信集団（CITIC)を中心とする企
業連合が開発権を獲得した。ｿｰ･ｳｨﾝ計画・財務相は同事業の規模縮小について「他国の事例をみ
ると過大投資は良い結果を生まない」、「不要な支出を削り、無駄のない投資にしたい」、さらに「１ヵ
国にに依存するのは健全ではない」と語った。ﾐｬﾝﾏｰの対外公的債務は（１７年時点）は96憶㌦で、
このうち4割が中国が貸し手だ。中国への過度に依存することの懸念を表明した。

＊「一帯一路」を巡るｲﾝﾌﾗ事業で、各国に懸念
　　ﾐｬﾝﾏｰ＝ﾁｬｵﾋﾟｭｰでの港湾事業の規模圧縮を求める。
　　ｽﾘﾗﾝｶ＝債務返済に窮し、港湾の運営権（99年間）を譲渡
　　ﾏﾚｰｼｱ＝大型ｲﾝﾌﾗ事業の中止含め見直しを明言
　　ﾀｲ＝高速鉄道を着工したが、当初計画から縮小
　　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ＝着工済みの鉄道工事が大幅遅延しｺｽﾄが増加
　　ﾗｵｽ＝中国・雲南省と結ぶ高速鉄道建設で対中債務が拡大
　　ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ＝橋梁などのｲﾝﾌﾗ整備で対外債務が膨張

＊米中貿易摩擦…ﾀｲにも大きな損害
米国勢調査局によると、2017年の米国の対中貿易赤字は3755憶7千万㌦あった。ﾀｲ貿易の占める
米中両国の割合は非常に高く、両覇権国の紛争でﾀｲ貿易は岐路に立たされた。米中貿易戦争の
影響は、ﾀｲには恩恵よりも損失が大きいとみられる。「貿易戦争が長引けば19年のﾀｲの輸出は直
接的には17億6千万㌦、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ経由の間接的には28憶㌦が影響を受ける」という。なかでも産
業用IC、ｶﾒﾗなど対中輸出の23%を占める電子機器類と、おもちゃやﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品に使われ、対中
輸出の10%を占める一次ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類はﾘｽｸが大きい。こうした部品は中国で組み立てられ、最終製
品になって米国に輸出されている。

＊ﾀﾞｲｷﾝのｴｱｺﾝ過去最高に
ﾀﾞｲｷﾝ工業は4日、2018年度の家庭用ｴｱｺﾝの世界生産台数を755万台と前年度より14%増やすと発
表した。東南ｱｼﾞｱが好調で同社としては過去最高となる。

＊ｲﾝﾄﾞ食品宅配　ﾈｯﾄ3強競う…10憶㌦市場、ｽﾏﾎ追い風
2013年創業のｸﾞﾛｰﾌｧｰｽﾞはﾆｭｰﾃﾞﾘｰやﾑﾝﾊﾞｲなど13都市に展開し物流施設26ヵ所を持つ。17年の
ｼｪｱは15%とﾋﾞｯｸﾞﾊﾞｽｹｯﾄの半分だったが、4～6月には差が数%に縮まったとみられる。ｲﾝﾄﾞの食品
小売市場全体は17年、国内総生産（GDP)の2割に当たる5千万㌦前後だった。9割超が零細商品や
露店商が占め、食品ｽｰﾊﾟｰなど近代的流通業は1割以下。大手ｽｰﾊﾟｰでも在庫切れ、輸送中や陳
列中の汚れや破損などが絶えない。ｵﾝﾗｲﾝ食料品小売市場は年率7割で伸び、市場規模は17年
の10憶㌦から20年には50憶㌦に達するとﾚｯﾄﾞｽｨｱ・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞは予測する。ｱﾏｿﾞﾝ・ｲﾝﾃﾞｨｱは生鮮
の短時間配送に特化したｻｰﾋﾞｽも4都市で提供して地場2社を追う。

＊一帯一路のｶﾁｶﾁｶﾁ
ﾐｬﾝﾏｰの北東部ｼｬﾝ州北部の中心都市ﾗｼｮｰと中国国境の町ﾑｾをつなぐ幹線道路。中国の広域経
済圏構想「一帯一路」の掛け声のもと、農産物や雑貨を満載した大型ﾄﾗｯｸが行きかう。だが道幅が
狭く、片側1車線の区間も多い。速度が速い乗用車は、対向車線にはみ出してﾄﾗｯｸを追い越す。そ
こで役立つのがｳｲﾝｶｰを使うﾛｰｶﾙ作法だ。ﾐｬﾝﾏｰは右側通行。前を走る大型車が右側ｳｲﾝｶｰを
出すと、後続車に「対向車が来ているので、まだ右側走行を続けてください」というﾒｯｾｰｼﾞになると
いう。対向車と無事にすれ違うと左側にｶﾁｶﾁｶﾁ。今度は「左側に入って追い越して大丈夫です」と
いう意味だ。後続車は安心して対向車線に入って大型車を追い抜ける。道路の整備ができるまで、
こんな思いやりでしのいでいくしかない。

＊米国産原油に下げ圧力…代替輸出先の確保難しく
米国との貿易摩擦を巡り、中国の対抗措置の発動期限が6日に迫った。報復関税はまず農作物が
主な対象。第2段階で原油などｴﾈﾙｷﾞｰも対象に添える構えだ。米国の原油輸出は中国向けが2割
を占め、市場では米国の輸出拡大にﾌﾞﾚｰｷがかかるとの見方が浮上。米石油協会（API)は6月、とﾄ
ﾗﾝﾌﾟ米政権による対中関税について「主要な貿易相手国との貿易戦争は、米国の経済に有害だ」
との声明を出した。中国は米国産に代えて、ｱﾌﾘｶ、中東から輸入を増やす手がある。ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱや
ﾛｼｱ、ｲﾗﾝからの調達も可能。米国はｲﾗﾝからの輸入ｾﾞﾛにするよう求めているが、中国は応じな
い。中国は大気汚染を抑えるため、LNGに高関税をかければｲﾝﾌﾚ圧力を高めかねない。昨冬はｶﾞ
ｽの調達が後手に回った苦い経験もあるため、LNGは米国産を外すわけにいかない。

＊百度、自動運転で巻き返し「ﾊﾞｽ実用化」…脱「検索依存」成長探る
中国ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ検索最大手の百度（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）は4日、自動運転ﾊﾞｽを実用化したと発表した。中国ﾊﾞｽ
大手との一角を占めるが、事業が検索広告に偏っているうえ、医療広告を巡る不正で信用や業績
を落としていた。自動運転では世界の自動車・IT大手との協力も相次ぎ決めており、この分野をﾃｺ
に業績を立て直す姿勢が鮮明だ。百度によると、自動運転ﾊﾞｽ「ｱﾎﾟﾛﾝ」は自動運転の技術ﾚﾍﾞﾙとし
て全体で2番目に高い「ﾚﾍﾞﾙ４（特定場所での完全自動化運転）」を実現。北京市郊外で開発する
未来都市「雄安新区」のほか、上海や深圳などで納入の商談進む。百度の李彦宏CEOは、ﾊﾞｽ販
売だけでなく、運行後の料金徴収など強みのITを生かした事業ﾓﾃﾞﾙを考えているようだ。
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2018/7/7 経済 ＊米中関税、業績予想崩す…市場関係者、下方修正優勢に
米中が6日、自動車などを対象に制裁関税を発動し、企業業績への影響に対する懸念が広がって
いる。
〇制裁関税に関するｱﾅﾘｽﾄのｺﾒﾝﾄ
　・商社（野村証券ー成田康浩氏）＝米中に留まれば貿易摩擦の影響は小さいが、欧州や南米、東
南ｱｼﾞｱにも広がれば状況は一変する
　・自動車（東海東京調査ｾﾝﾀｰー杉浦誠司氏）＝完成車ﾒｰｶｰにとって影響は限定的。日本製の自
動車部品の関税が引き上げられれば、米国に新工場を一つ造ったところで足りない
　・化学（みずほ証券ー山田幹也氏）＝日本の化学ﾒｰｶｰの製品には制裁関税がかかる品目はほと
んどない。国際的なｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの分断が懸念材料
　・機械（JPﾓﾙｶﾞﾝ証券ー佐野友彦氏）＝地産地消が進んでおり、中国から米国に持っていくのは
限られる。間接的には貿易摩擦が続き、景気が減速して円高になるのがﾘｽｸ

＊武田、本社ﾋﾞﾙ売却へ…創業の地・大阪　買収控え資産整理
武田薬品工業は大阪市内の本社ﾋﾞﾙを売却する。武田は江戸時代から続く「薬の街」である大阪道
修町で1781年に創業した。現在も登記上の本社を置く「武田御堂筋ﾋﾞﾙ」を持ち、周辺にも複数のﾋﾞ
ﾙを保有している。本業と関係の薄い資産を売却して医薬事業に集中する。ｼｬｲｱ買収に伴い、武
田の有利子負債は4兆円規模と2018年3月期末の4倍超に膨らむ見通し。

＊中国で機械式駐車場…IHI、需要にらみ再参入
機械式駐車場で国内ﾄｯﾌﾟｼｪｱを持つIHI（日本ｼｪｱ40%）が中国市場に再参入する。山東省青島市に
現地企業と合弁会社を設立した。中国では急速な自動車の普及や地価上昇の影響により違法駐
車が社会問題となっており、年100万台分の新規需要があるという。2022年までに100憶円の売り
上げを目指す。中国では自動車が毎年2000万台増加。都市部では駐車場の容量を上回る状況が
常態化しており、問題解決に至っていない。車が載ったﾊﾟﾚｯﾄを平面に並べ、ﾊﾟｽﾞﾙのように循環さ
せることで出入庫させる、収用効率が高い、水平循環方式と呼ぶﾀｲﾌﾟを販売する。

＊中国主導の鉄道中止…ﾏﾚｰｼｱ、財政再建優先
中止したのは総距離約690㎞の「東海岸鉄道」。ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙ郊外のｸﾗﾝ港からﾏﾚｰ半島を横断し、
同国北部のﾀｲﾀｲ国境まで結ぶ路線。ﾏﾊﾃｨｰﾙ首相が3日、同事業について即時発行の「中止通
告」を出すよう命じた。ﾏﾚｰｼｱ政府は同時に、ﾏﾚｰｼｱ東部のﾎﾞﾙﾈｵ島とﾏﾚｰ半島で中国石油天然
気集団系の企業が手掛けるｶﾞｽなど2本のﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝの建設も中止を通告したと発表した。新政府の
調査で、政府債務が従来の公表額を大幅に上回る1兆ﾘﾝｷﾞ超に上ることが判明。公約だった消費
税撤廃で歳入が縮小するなか、ｲﾝﾌﾗ事業の見直しが急務となった。

＊新日の街、大連の日本人…起業で「夢」の懸け橋－１－
中国東北部、遼寧省大連。工場が立ち並ぶ地区の一角で、斎藤晃生さん（47）は今春、14年に及
ぶ中国生活の再ｽﾀｰﾄを切った。約7年勤めた中国企業を辞め、自ら物流会社を設立。日本と中国
の商流を結ぶ「懸け橋になりたい」と意気込む。人材ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽを手掛ける阿部篤志さん
（40）もそんな一人だ。14年にそれまで勤めていた日系企業が大連のオﾌｲｽを閉鎖するのに伴い、
職を失った。悩んだ末、足掛け10年以上住むこの地で人生の勝負をすることにした。

＊東南ア新車販売　2ヵ月連続増加…5月4%、ﾀｲけん引
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の5月の新車販売台数は約29万3千台と、増加は2ヵ月連続。二大市場であるｲ
ﾝﾄﾞﾈｼｱとﾀｲが伸び、他の市場落ち込みを打ち消した。最大市場のｲﾝﾄﾞﾈｼｱは7%増、市場の半分以
上を占めるｴﾝｼﾞﾝ排気量1500CCまでの小型車が1割程度伸び、けん引役となっている。ﾀｲはﾌﾟﾐﾎﾟﾝ
前国王の１周忌を終えた昨年後半から好調。5月は5年ぶりに28%増の高水準になった。東南アジア
の１～5月までの新車販売は前年同期比3%増。

＊　ー２ー
1904年に勃発した日露戦争を経て日本の租借地となり、南満州鉄道が一帯を開発。当時の建物は
今なお残り、下水道や道路などのｲﾝﾌﾗ基盤は満鉄時代のままという。日本語教育が盛んで日本に
親しみを感じる中国人が多い。かっては安い労働力を背景に「加工貿易型」の日系企業が大連経
済を支えた。だが人件費高騰などで、撤退・縮小へと転じた。日系企業は2016年時点で約1700社、
在留邦人は5千人強。その数は減少の一途をたどる。大連の法人税納付額トップは近年、日本から
中国に代わった。日本企業も広東省や深圳、上海などﾊｲﾃｸ産業の隆盛で経済成長が続く地域に
目が行き、大連は存在すら忘れてしまったように映る。親日的な街は一朝一夕にでき上らない。日
本が世界でも存在感を失うなか、資金力で上回る中国企業を越える存在感は出しにくい。資金以
外で優位性を保てるもので、勝負していくのが得策ではないだろうか。

＊ｻﾑｿﾝ業績　減速懸念…4～6月　営業益5%増どまり
半導体ﾒﾓﾘｰの好況を追い風に最高益更新をを続けてきた韓国ｻﾑｽﾝ電子の業績に減速懸念が出
てきた。2018年4～6月期の営業利益は前年同期比5%増どまり。半導体市況や米中貿易摩擦の影
響など不透明要因が多く、先行きについては、強弱双方の見方が交錯している。

＊医療・介護・保育　人手不足なのに給与減…未経験者増
深刻な人手不足なのに、給与が下がるーー。医療・介護・保育の分野で不思議な現象が広がって
いる。基本給にあたる所定内給与は5ヵ月連続で前年同月の水準を下回った。経験者を採用できな
い中、新たに未経験者を雇い、事務や清掃など単純な業務を任せる「分業」が増えているためだ。ｴ
ﾝ・ｼﾞｬﾊﾟﾝによると、5月の派遣社員のうち、9割が未経験者OKを条件に募集していることが分かっ
た。
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＊貿易戦争　米は持久戦…好景気・雇用増・大型減税効果
米中両国は6日、互いに広範な輸入品の関税を引き上げ、貿易戦争に突入した。輸出停滞や物価
上昇はﾀﾞﾒｰｼﾞになる恐れがあるが、ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権は好調な景気に自信を深めて持久戦を覚悟す
る。米中は貿易不均衡に加えてﾊｲﾃｸ摩擦も抱え、衝突は泥沼化するﾘｽｸもある。・中国、米批判控
えめ「指導部、市場の動揺懸念か」＝中国指導部は米国との貿易戦争でﾒﾃﾞｨｱの報道を抑えてい
る。国民の反米感情で対立が過熱し、金融市場の動揺が歯止めがきかなくなる事態を恐れてい
る。
＊米中貿易戦争　円高進まず…ﾄﾞﾙ買いとﾘｽｸ回避　拮抗
米中貿易戦争がついに幕を切ったが、円相場は小幅な値動きにとどまっている。投資家や国内企
業のﾄﾞﾙ買いが強く、ﾘｽｸ回避の円高圧力と拮抗しているためだ。今月からは米連邦準備理事会
（RFB)が資産圧縮ﾍﾟｰｽを速め、㌦の供給が金融市場で細る影響も意識される。円相場の取引に使
うﾁｬｰﾄには、㌦高が一段と進むという兆しもみられる。

＊ZTE、米制裁一部解除…1ヵ月限定、条件付きで
中国通信機器大手の中興通訊（ZTE)は6日、米国からの制裁が条件付きで、一部解除されたと発
表した。期限は7月2日から8月1日までの1ヵ月間。ZTEは米国から今後7年間にわたり、米企業との
取引を禁止された。ただ今回、ZTEが提供する顧客の社内のｲﾝﾌﾗなど現行業務に支障をきたす場
合のみ、制裁が期限付きで一部解除された。

＊世界ｼｪｱ　米中激戦…米はｿﾌﾄ強み、中国ﾊｲﾃｸ猛追
　　・・米国ー首位品目数「２４」　　　　　　　　　　・・中国ー首位品目数「９」
❷ｱｯﾌﾟﾙ（世界ｼｪｱ14.7)⇗　　　｛ｽﾏﾎ｝　❸華為技術（10.4）⇗、❹ｵｯﾎﾟ（7.6)⇗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　❺小米（6.3)⇗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　{携帯通信ｲﾝﾌﾗ｝❶華為技術（27.9）⇗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　❹中興通訊（13.0)⇗
❶HP（22.7）⇗、❸ﾃﾞﾙ（16.1)⇗｛ﾊﾟｿｺﾝ｝❷ﾚﾉﾎﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ（21.1)⇘
❹ｱｯﾌﾟﾙ（7.3)⇗
❶ｱｯﾌﾟﾙ（26.8）⇗　　　　　　　｛ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末｝❹華為技術（7.7)⇗、❺ﾚﾉﾎﾞ（21.1）⇒
❶ｼｽｺｼｽﾃﾑｽﾞ（61.3)⇘　　　　｛ﾙｰﾀｰ｝❷華為技術（15.0）⇗❸NewH3c（4.2）⇗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　❹中興通訊(4.2)⇗
❶ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑ（10.5)⇗　　｛ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽ｝
❷～❺も米国企業
❶ｼﾏﾝﾃｯｸ（11.0）⇘　　　　　　　｛ｾｷｭﾘﾃｨ対策ｿﾌﾄ｝
❷❸❺も米国企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　｛監視ｶﾒﾗ｝❶ﾊｲｸﾋﾞｼﾞｮﾝ（31.3)⇗❷ﾀﾞｰﾌｧTEC(11.8)⇗
　
＊逆風小米「非ｽﾏﾎ」に勝算…500社と経済圏構築
中国ｽﾏﾎ大手の小米（ｼｬｵﾐ）が9日、香港取引所に上場した。米中摩擦やｽﾏﾎ市場の成長鈍化と
いう逆風下の出発だが、雷軍・最高責任者（CEO)は「小米は単なるｽﾏﾎﾒｰｶｰではなく、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ企
業だ」と動じない。雷氏の企業や出資によって結びついた約500社の「小米経済圏」づくりの進行が
自信を支えている。小米は創業時から「ﾓﾊﾞｲﾙ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄのｴｺｼｽﾃﾑ（生態系）を作り上げる」と公言
している。ｽﾏﾎ以外の売上高は同社の3割に達した。

＊中国関税　米農家を直撃…大豆2割下落　揺らぐﾄﾗﾝﾌﾟ支持
米中貿易摩擦が米国の農家を直撃している。中国が対米関税措置で大豆や綿花など農産物を標
的にしているためだ。市場では中国向け輸出が減るとの見方が広がり、大豆先物は直近高値から
20%近く下落した。9月からの収穫期まで価格低迷が続けば生産者の収入が減り、ﾄﾗﾝﾌﾟ支持が揺ら
ぎかねない。米国産大豆は世界の輸出量の4割弱を占める。一方、世界の輸入量の6割超を中国
が購入する。綿花の先物価格は直近高値から10%低い水準だ。

＊米中、貿易戦争に…米制裁税発動、中国は報復
米国と中国の貿易摩擦が貿易戦争に発展した。ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権は6日、中国よる知的財産侵害への
制裁として340憶㌦（約3.3兆円）相当の中国製品に追加関税をかけた。中国もすぐに同規模の報復
関税を発動した。二大経済大国が相互に広範な輸入品の関税を重くする異常事態は、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ
の亀裂を通じて世界経済に波及する。
貿易戦争に勝者はいない＝貿易戦争に勝者いない、と歴史は教えてくれる。1930年6月、ﾌｰﾊﾞｰ米
大統領は「国内産業を守る」として関税を大幅に引き上げるｽﾑｰﾄ・ﾎｰﾘｰ法案に署名した。多くの経
済学者が反対する中での強硬は、欧州の報復を招き世界は関税引き上げ競争に突入した。前年
の米株価暴落が世界大恐慌にまで進んだ一因はこの貿易戦争にあるとされる。

＊車各社、半年ぶり輸出再開…輸入規制のﾍﾞﾄﾅﾑ向け
ﾍﾞﾄﾅﾑが自動車輸入を規制している問題で、主要ﾒｰｶｰが半年ぶりに生産拠点のﾀｲとｲﾝﾄﾞﾈｼｱから
輸出できたことが6日、分かった。ﾄﾖﾀ自動車は7月初め3車種（ﾀｲで生産するﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟﾄﾗｯｸの「ﾊｲ
ラック」、ﾜﾝﾎﾞｯｸｽ車「ﾊｲｴｰｽ」、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ製SUVの「ﾌｫｰﾁｭﾅｰ）を出荷した。ﾍﾞﾄﾅﾑが輸出国に品質
証明書の発行を求めたのに対し、ﾀｲ当局が特例で応じたためだ。規制の背景にあるのはﾍﾞﾄﾅﾑの
自動車国産化への強い意志。各社は生産国の当局と共に要求に応じたが、非関税障壁だとして規
制撤廃を求め続ける。
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＊ﾌｧｲｻﾞｰ、値上げ撤回…薬価　ﾄﾗﾝﾌﾟ氏の批判を受け
米製薬大手ﾌｧｲｻﾞｰは10日、1日に米国で実施した医薬品の値上げを撤回し、当面は以前の値段に
戻すと発表した。値上げの撤回は同社のｲｱﾝ・ﾘｰﾄﾞCEOがﾄﾗﾝﾌﾟ大統領と直接話し合って決めたと
いう。ﾄﾗﾝﾌﾟ氏が9日、価格の引き上げについてﾂｲｯﾀｰでﾌｧｲｻﾞｰを名指しして批判。薬価問題が改
めて注目を集めた。ﾄﾗﾝﾌﾟ氏は就任以前から薬価引き下げに意欲を示していた。ﾌｧｲｻﾞｰは価格据
え置きはあくまで一時的な措置と説明。

＊韓国販売の全車装備…現代自、ﾅﾋﾞ端末不要に
韓国・現代自動車と米ｸﾞｰｸﾞﾙは12日、現代自の車にｸﾞｰｸﾞﾙの車載ｿﾌﾄ「ｱﾝﾄﾞﾛｲﾄﾞｵｰﾄ」標準装備さ
せると発表した。ｸﾞﾙｰﾌﾟの起亜自動車を含め現代自動車が12日韓国で販売する全ての車種が対
象。利用者はｸﾞｰｸﾞﾙの音声AIを使って、ﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝや音楽再生、天気予報検索などの操作ができ
る。外付けﾅﾋﾞ端末の購入が不要になり、ｽﾏﾎがﾅﾋﾞ端末に代わる流れが加速しそうだ。車載ｿﾌﾄは
ｸﾙﾏのUSB端末につないで使う。

＊世界最大級の銅鉱山買収…ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国営、4300憶円
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国営資源大手ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・ｱｻﾊﾝ・ｱﾙﾐﾆｭｳﾑ（ｲﾅﾙﾑ）は12日、世界最大級の銅鉱山、ｸﾞﾗｽﾍﾞ
ﾙｸﾞ鉱山（ﾊﾟﾌﾟｱ州）を運営する米ﾌﾘｰﾎﾟｰﾄ・ﾏｸﾓﾗﾝのｲﾝﾄﾞﾈｼｱ現地法人の買収で合意した。買収額
は38憶5千万㌦（約4300憶円）。2017年、外国企業が運営する鉱山について、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側が運営企
業の株式の過半を持つことを採掘許可の条件とする規制を導入した。

＊自動運転の機密　中国に流出か…米中摩擦に新たな火種
米ｱｯﾌﾟﾙが持つ自動運転の技術情報を盗んだとして、元社員がFBIに逮捕された。技術を渡そうとし
ていた先は中国企業とされる。自動運転の分野では、技術者の争奪戦が起きている。なかでも米
国が警戒するのは中国だ。元社員・ｴﾝｼﾞﾆｱは張小浪氏、広州に本社を置く新興電気自動車ﾒｰｶｰ
「小鵬汽車」に転職しようとしていた。今回の事件は2つの「公然の秘密」を浮き彫りにしている。一
つは先進技術は常に狙われているということ。もう一つの公然の秘密はｱｯﾌﾟﾙの自動運転開発の
規模だ。その存在を含め自ら何ら情報を公開してない同社だが、技術の流出に敏感になるほどのﾉ
ｳﾊｳが貯まっている可能性がある。これまで摩擦で沈黙を貫いてきたｱｯﾌﾟﾙが思わぬ台風の目に
なってきた。これが米中の覇権争いの根底か！

＊配車ｸﾞﾗﾌﾞ　ﾒﾆｭｰ拡充…提携加速、まずﾈｯﾄ通販
ｽﾏﾎを使った配車ｻｰﾋﾞｽで東南ｱｼﾞｱ最大手のｸﾞﾗﾌは10日、消費者向けｻｰﾋﾞｽ拡充に向け外部企
業との提携を加速する戦略を発表した。1億に上るｸﾞﾗﾌﾞのｱﾌﾟﾘﾕｰｻﾞｰを背景にﾈｯﾄ通販などと組
み、自社ｱﾌﾟﾘのｻｰﾋﾞｽを多様化する。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ同業のｺﾞｼﾞｪｯｸの業容拡大に先手を打つと共に、東
南ｱｼﾞｱ企業の買収などを通じ域内でﾈｯﾄ関連事業を広げる中国のｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団や騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝ
ﾄ）にも対抗する。
ｱﾝｿﾆｰ・ﾀﾝCEOはｼｽﾃﾑ仕様を公開する。「ｵｰﾌﾟﾝﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ」で、提携企業がｸﾞﾗﾌﾞの顧客ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ
ｽや地図ｼｽﾃﾑを活用できるようにし、ｸﾞﾗﾌﾞのｱﾌﾟﾘ経由でｻｰﾋﾞｽを提供できるようにする。第一弾と
してﾊｯﾋﾟｰ・ﾌﾚｯｼｭ社と組み生鮮品や加工した食品、日用品のﾈｯﾄ通販を始める。

＊ｲﾝﾄﾞ新車販売38.5%増…6月　昨年の新税導入の反動
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM)が10日発表した6月の新車販売数（乗用車と商用車の合計）は35万4千
台と前年同月比38.5%増えた。2017年は7月の新税導入を前にﾒｰｶｰの出荷抑制や消費者の買い
控えの影響でﾏｲﾅｽとなっており、その反動で大幅増となった。18年4～6月の合計は25.4%増とな
り、好調を保っている。ｲﾝﾄﾞの販売数は17年7月以降は毎月30万台を越えており、35万台は平均
的。全体の約8割を占める乗用車は37.5%増。商用車は41.7%増。ﾒｰｶｰ別では最大手のﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷ
が44.0%増の約13万４千台。2位の韓国・現代自動車は20.8%増の4万5千台。地場大手のﾀﾀ自動車
は56.8%増の約2万台、月次ﾍﾞｰｽでは印ﾏﾋﾝﾄﾞﾗ・ｱﾝﾄﾞ・ﾏﾋﾝﾄﾞﾗを抜いて3位になった。世界最大市場
の二輪車は186万７千台と22.3%増えた。

＊大塚HD、米医薬を買収…480憶円、腎領域の開発強化
大塚HDは11日、米ﾊﾞｲｵﾍﾞﾝﾁｬｰのﾋﾞｽﾃﾗ（ﾏｻﾁｭｰｾｯﾂ州）を買収すると発表した。賠償額は約480憶
円。腎領域の開発品目を強化するほか、抗体医薬品を効率よく生み出す技術を生かして創薬の基
盤を底上げする。ﾋﾞｽﾃﾗはたんぱく質や抗体を組み合わせるのに最適な立体構造をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰを
使って見つけ出す技術を持つ。従来、難しかった部位などに向けた抗体医薬品を開発できる可能
性がある。

＊ﾃｽﾗ、EV中国生産…年50万台　米国外初、上海に工場
電気自動車（EV)ﾒｰｶｰの米ﾃｽﾗが中国・上海にEVの新工場を建設する。ﾃｽﾗが米国外に工場を設
けるのは初めてで、年50万台の生産を目指す。ﾃｽﾗは最大市場である中国での販売を拡大すると
同時に、過熱する米中間の貿易摩擦の影響を現地生産により回避する狙いもある。

＊東南ア成長予測5%…今年　米中貿易戦争で減速も
米中貿易戦争が東南ｱｼﾞｱの経済成長を減速させる懸念が強まった。日経新聞社と日経研究ｾﾝﾀｰ
がｴｺﾉﾐｽﾄに経済見通しを聞く「ｱｼﾞｱ・ｺﾝｾﾝｻｽ」で、米中貿易戦争が各国の輸出を冷え込ませると
の指摘が相次いだ。東南ｱｼﾞｱ主要5ヵ国の成長予測は18年、19年、20年ともに平均5.0%で、3月の
前回調査と比べほぼ横ばいだった。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱとﾏﾚｰｼｱがそれぞれ5.3%で前回調査から0.1㌽低下。
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ（3.1%）とﾀｲ（4.4%）はそれぞれ0.3㌽上昇した。ﾌｲﾘﾋﾟﾝ（6.8%）とｲﾝﾄﾞ（7.4%）は横ばい。懸念
の声が多かったのが米中の貿易戦争と保護主義の広がりだ。ﾀｲのTMB銀行のﾅﾘｽ・ｻﾀﾎﾟｰﾝﾃﾞｼｬ
氏は「米中貿易戦争はｱｼﾞｱ各国の輸出主導の成長を妨げる」と指摘。ﾏﾚｰｼｱのｱﾗｲｱﾝｽ銀行のﾏﾉ
ｶﾗﾝ・ﾓｯﾀｲﾝ氏は「貿易停滞で投資環境が悪化し、新興国からの資本流出を招く恐れもある」と懸念
を示した。
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＊成長ｱｼﾞｱ　IT際立つ…ｽﾏﾎ関連で高収益「実力企業ﾗﾝｷﾝｸﾞ」
ｱｼﾞｱで高収益が育ってきた。2017年度の実力企業ﾗﾝｷﾝｸﾞでは、IT・ﾊｲﾃｸ分野の企業が上位に並
んだ。
①ﾚﾝｽﾞ大手、台湾の大立光電（ﾗｰｶﾞﾝ・ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ）が2年連続でﾄｯﾌﾟ。ずば抜けた品質やｺｽﾄ競争力
は収益体質の反映する。②優秀なｲﾝﾄﾞ人ｴﾝｼﾞﾆｱを多数抱えるITｻｰﾋﾞｽ大手、ｲﾝﾄﾞのHCLﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
ｽﾞは6月にドイツのIT企業、H＆Dｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ・ｸﾞﾙｰﾌﾟを買収。③現地の不動産開発の波に乗る、ﾌﾞ
ﾐ･ｽﾙﾎﾟﾝ･ﾀﾞﾏｲ「ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、不動産」。④ｱｯﾌﾟﾙ、米ｸｱﾙｺﾑ、米ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱなどｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業の半導体
生産を引き受ける台湾積体電路製造（TSMC)も高い収益力を誇る。④の騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）はｽﾏﾎ
向けSNS「微信（ｳｨｰﾁｬｰﾄ）」を通じた各種のｻｰﾋﾞｽが主力のｹﾞｰﾑに続く収益の柱に育ってきた。決
済ｻｰﾋﾞｽが順調。⑥貴州茅台酒「中国、飲料」。⑦韓国のｾﾙﾄﾘｵﾝは超高額のﾊﾞｲｵ医薬品後続品
を他社に先駆け製品化するﾓﾃﾞﾙで高収益。⑧はｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団「中国、ﾈｯﾄ」。⑨ｲﾝﾄﾞのIT大手ﾀﾀ・ｺﾝｻ
ﾙﾀﾝｼｰ・ｻｰﾋﾞｼｽﾞ（TCS)は6月にﾄﾞｲﾂ英保険大手ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙと顧客管理に関する契約を大幅に拡
大。ﾗｲﾊﾞﾙのｱｸｾﾝﾁｭｱと拮抗する。⓾はﾀｲ空港会社（AOT)[ﾀｲ、空港」

＊中国合弁の出資50%越え…BMW、第1号へ「規制撤廃で」
独BMWが中国の合弁会社の出資比率を現在の50%から引き上げることが12日、わかった。中国政
府が同日公開した李克強首相の訪独の成果を示したHPで、中独企業の自動車分野の連携強化の
一環として、「BMWの中国の合弁会社出資比率50%を超える初めての事例となる」との内容を掲載
した。今回のBMWの出資比率引き上げが実現するのが22年なのか、それより以前に例外措置とし
て認められるのかに注目が集まる。

＊ウクライナで農業資材販売…住商、現地企業を買収
住友商事はｳｸﾗｲﾅで農業資材の関連事業に乗り出す。同国最大級の農業資材会社であるｽﾍﾟｸﾀｰ
ｸﾞﾙｰﾌﾟを買収、農家向けに資材販売や融資をする。ｳｸﾗｲﾅは欧州随一の農地面積を持つが生産
効率が西欧の半分。住商は農家に資金を貸し付けて農薬などを使った収穫量の向上をはかる。住
商は2020年までに農業資材事業の売上高を400憶円引き上げ、1000憶円にする計画。買収額は50
億円。

＊米中貿易戦争　揺れる市場…新興国通貨に売り
米中の貿易戦争に市場が揺れている。12日の金融市場ではﾘｽｸ回避で新興国通貨が売られ、㌦
買いが進んだ。円相場にも波及し、半年ぶりの円安・㌦高水準を付けた。日経平均株価は円安を
好感して上昇した。貿易戦争への懸念が強まるなか、米経済が好調なことが市場の支えだ。貿易
戦争による打撃が大きいとも見込まれる新興国や資源国の通貨が売られた。韓国ｳｫﾝ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾙ
ﾋﾟｱ、ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞなど中国との貿易が大きいｱｼﾞｱの通貨が売られた。原油安の影響で、資源国で
あるﾌﾞﾗｼﾞﾙﾚｱﾙやﾛｼｱのﾙｰﾌﾞﾙも売り圧力にさらされた。こうした国から流出した資金は貿易戦争
の当事国である米国に流入した。「中間選挙が終わるまではﾄﾗﾝﾌﾟ大統領の発言に揺さぶられる。」
とアセットﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄの竹内邦信氏が指摘。

＊中国で株式公開75%減…貿易摩擦で株価低迷（1～6月）
中国企業の本土市場での新規株式公開（IPO)が急減している。上海・深圳市場への上場社数は
2018年1～6月に前年同期比で75%減と大幅に落ち込んだ。米国との貿易摩擦による景気悪化懸念
から株式相場が急落するなか、当局が市場の需給悪化などを避ける狙いでIPOを抑制した公算が
大きい。当局の介入で調達額が低くなりやすいこともあり、一部企業は米国や香港など域外での
IPOにｼﾌﾄし、中国は有力企業の誘致競争で後れをとる形となっている。

＊高関税　米中に負の共振…米車直撃「中国で売れない」
米国が中国の知財財産侵害を理由に6日、中国からの輸入車などに25%の追加関税を課した。すぐ
に中国は報復として米国からの輸入車に25%の追加課税を課した。直撃したのは中国で人気の高
いﾃｽﾗだ。8日、上海市中心部、静安区にある米ﾃｽﾗ直営の販売店には朝から多くの顧客が詰めか
け、担当者とやりとり。まず表面化したのは米国による中国向け輸出の断絶。ﾛﾌﾞｽﾀｰ漁が盛んな
米東部ﾒｰﾝ州。中間層が成長する中国向けの需要が年2～3割のﾍﾟｰｽで増えてきた。追加関税が
決まると中国からの注文が激減。7月以降は「完全にストップした」。工場の拡張工事が終えたばか
り、と悔しがる。中国労働者「仕事をさせろ。従業員の利益を守れ」・・
7月2日午后、太陽光発電設備大手、協鑫ｸﾞﾙｰﾌﾟの上州工場（江蘇省）で大規模な従業員のデモが
発生した。太陽光発電ﾒｰｶｰが集まる江蘇省では一時休業や稼働率低下が相次ぐ。専門家は250
万人の雇用に悪影響が出ると試算。米国の全米商工会議所は対中制裁関税の規模が1500憶㌦
に膨らめば、米国で13万人以上の失業につながると予測する。

＊中国、輸入拡大実らず…対米黒字最大に　輸出の慎重続く
中国の米国に対する貿易黒字が広がっている。中国も輸入を増やしたが、米国経済が好調で携帯
電話などの輸出が輸入を上回るﾍﾟｰｽで拡大した。米ﾄﾗﾝﾌﾟ政権は対米黒字圧縮を中国に求めてお
り、批判を強める可能性がある。中国も黒字圧縮の努力はした。天然ｶﾞｽや原油の輸入を大幅に増
やしたほか、米企業が強みを持つ航空機や半導体の輸入も拡大したようだ。ただ、それを打ち消す
ほど米国向け輸出は好調。旺盛な個人消費を背景にﾊﾟｿｺﾝや携帯電話、おもちゃなどの輸出が拡
大した。中国商務省は12日夜に公表した声明で両国の経済構造の違いに根差した問題で一朝一
夕には解決できないことを強調した。貿易戦争の影響が及ぶ下期の米中貿易の行方は見通しにく
い。
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2018/7/18 社会 ＊中国、定年後もｽﾏﾎで楽しむ…微信、55～70歳の活用急増
ｽﾏﾎ向けSNSを使って毎週通う病院を予約。「今までのように朝早く病院に行って並ぶ必要もな
い」。必要な服や家電はECｻｲﾄで安く購入。旅行会社はｷｬﾝｾﾙのあった場合、高齢者に販売してい
る。「仕事はないので10日後の急なﾌﾟﾗﾝでもやすければ購入する。安いときには6割引きにもな
る」。高齢者に人気のECｻｲﾄに「拼多多」のｱﾌﾟﾘには格安商品がずらりと並ぶ。急成長中だ。日本
では高齢者は高機能のｽﾏﾎを敬遠するが、中国では高機能を好み、ネットでの決済も当たり前だ。
ﾈｯﾄ社会での消費の流行も築いている。2017年の９月時点でSNSの利用者のうち、５５～70歳の人
は5千万人超。前年同期比に比べ6倍、爆発的に増えた。

＊ﾊｲﾃｸの爪を隠す中国…貿易戦争に潜む開発競争の影
米国と中国の貿易戦争が激しさを増している。防戦に回った中国は「爪を隠す」戦術を取り始めた。
EVﾓﾃﾞﾙ地区（雄安地区は2017年4月に習氏の肝いりで計画が決まった）はわずか半年で田畑が街
に変わった。電気自動車など次世代技術の普及を一気に進める構想だ。見せかけの譲歩‥米国
がﾊｲﾃｸ製品を狙い撃ちにした対中制裁に動き出すと、国営ﾒﾃﾞｨｱはﾊｲﾃｸ産業の育成策「中国製
造2025」をほとんど報じなくなった。鄧小平はかって「韜光養晦（とうこうようかい）」と呼ばれる外交
戦略を訴えた。強くなるまで」爪を隠し力を蓄える」考え方だ。米国が仮に貿易戦争に勝っても、ﾊｲﾃ
ｸ戦争に勝てるとは限らない。ﾄﾗﾝﾌﾟ氏は気づくだろうか。

＊ﾊﾞｲｵ新薬　開発ﾗｯｼｭ…「核酸医薬」資金集まる
新しいﾊﾞｲｵ医薬品の一種、核酸医薬を手掛ける創薬ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟが開発を加速させている。長く注目
を集めながら低迷していた核酸医薬が本格的に花開こうとしている。寝たきりの幼児が立てるよう
になるなど劇的な効果があり「核酸医薬はいまひとつという印象が吹き飛んだ」（ﾘﾎﾞﾐｯｸの中村
氏）。
・核酸医薬関連ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの取り組み＝ｱｷｭﾙﾅ「核酸医薬の保護・送達技術を研究」。ｱﾝｼﾞｪｽ「腰
痛症の治療薬を治験中」。ｽﾘｰ･ﾃﾞｨｰ・ﾏﾄﾘｯｸｽ「乳がんの治療薬を治験中」。ﾀｸﾞｼｸｽ・ﾊﾞｲｵ「標的分
子に結合する核酸の探索に強み」。ﾎﾞﾅｯｸ「分解されにくい核酸医薬の設計に強み」。ﾘﾎﾞﾐｯｸ「加齢
黄斑変性の治療薬を治験中」。ﾚﾅｾﾗﾋﾟｭｰﾃｨｸｽ「脳血液関門で作用する核酸を研究」。SBIﾊﾞｲｵﾃｯｸ
「米子会社で治験中」。しばらく日米とも、活況が続きそうだ。

＊韓国「働き方改革」泣き笑い…家で夕食　飲食店客減少
7月1日から労働時間の上限が従来の週68時間から52時間に引き下げられた韓国で、ｻｰﾋﾞｽ業の
中で収益を巡り明暗が分かれている。7月に入り、生鮮食品や加工食品の販売が伸びる一方、飲
食店は来客数の減少に悲鳴をあげる。午後5時を過ぎると会社のﾊﾟｿｺﾝの電源が落ちるという。
2016年9月に公務員などへの飲食接待や贈答品を抑える「接待規制法」が施行され、多くの飲食店
は打撃を受けた。その影響が残るなかで客足が遠のく。飲食店の倒産が増えて、経済に悪影響が
及ぶ前に政府の対策が必要と訴える。12日付の韓国紙・中央日報は「夕食のある家庭、来客のな
い食堂」との特集記事を掲載。韓国人の生活習慣が変化している。

＊中国ZTEが全面再開…ｲﾒｰｼﾞ失墜　先行き不透明
中国通信機器大手の中興通訊（ZTE)は、米国が13日に制裁を正式解除したことを受け、約3ヵ月ぶ
りに業務を全面的に再開した。主要部品が調達できず経営危機に陥りかけたが、ひとまず最悪の
事態は回避した。米政府が同社製ｽﾏﾎを依然、中国共産党の影響力下のある「ｽﾊﾟｲ」であると見な
しており、今後は、消費者の買い控えや得意先企業の取引見直しが予想されるからだ。制裁解除
の条件だった経営陣の総入れ替えも6月末に実施されたが、トップはZTEと関係の深い企業から招
かれた。それ以外の役員も大半は内部昇格者。先行きは極めて不透明と言える。

＊超情報社会　危うい進歩…知の独占　気づかぬ間に
4月、中国・上海。飲食ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄも小原あかねさんは思い足取りで、ﾀｸｼｰを待つが、捕まらない。
「滴滴出向」が一気に普及。現地の銀行口座と直結する決済ｱﾌﾟﾘと連動させなくてはならないた
め、多くの外国人は滴滴を使えない。6月、重慶の会社員、羅揚さんはSNSの通知にうな垂れた。監
視ｶﾒﾗで3日前の車線変更違反を撮影されていたものだ。当局の監視ｼｽﾃﾑもつながる独特のﾃﾞｰﾀ
経済圏。個人情報を差し出さなければ、便利さも享受できない。「米中のIT大手は人権を無視して
個人情報を集めている」。ﾍﾞﾘﾐ（独ﾍﾞﾙﾘﾝの連携ｻｰﾋﾞｽ）の主張だ。先行した米中とは違う形のﾃﾞｰﾀ
連携が進む。欧州は19年にも「ｸｯｷｰ法」と呼ぶ新たなﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ規則を導入。利便を取るか「私」を
守るか。現れつつある超情報社会を前に、世界は岐路に直面している。

＊中国6.7%成長に減速…4～6月　ｲﾝﾌﾗ投資落ち込む
中国国家統計局が16日発表した2018年4～6月の国内総生産（GDP）は物価の変動を除く実質で前
年同期より6.7%増えた。成長率は1～3月を0.1㌽下回り、17年7～9月から3期ぶりに減速した。ｲﾝﾌﾗ
投資が落ち込み、消費も伸び悩んだ。堅調な輸出も米国との貿易戦争で落ち込む恐れあり、先行
きは不透明。輸出は堅調で12.8%増、輸入は19.9%拡大、貿易黒字は縮小した。

＊中国、債務削減が重荷…成長減速　地方政府が資金難
中国の2018年4～6月の成長率が減速したのは当局が進める債務削減の影響は大きい地方政府
の資金調達が絞られ、ｲﾝﾌﾗ建設は止まった。ﾛｰﾝ金利上昇の負担は消費を下押しする。減速幅は
0.1㌽と小さいが、企業倒産や株価下落もあり、景気の体感温度はかなり低い。下期は貿易戦争の
影響が表れ、下押し圧力がさらに高まる。月内に決める下期の経済運営方針が注目される。公務
員給与　遅配も‥中国内陸部の湖南省南東部の耒陽市の名が中国全土に知れたのは6月初め。
市職員の5月の給料が払われなかったからだ。中国で公務員給与の遅配は珍しい。過剰生産設備
の削減で小規模な炭鉱の多くが閉鎖された。「融資平台は市とは独立運営」と言いながら、「今の
金融規制の影響は大きい」と認めた。以前のように資金を引っ張ることができなかった。
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＊中国、企業利益水増し…統計局、異例の修正
中国が毎月公表する鉱工業企業の利益について、国家統計局が過去の水増しを修正したと認め
た。小売売上高（社会消費品小売総額）や工業生産なども統計局が水増しを正した可能性がある。
工業生産にも不自然な点がある。ｲﾝﾌﾗ建設が失速しても生産量が落ちないと疑問視されていた。
企業が利益などを複数の地域で重複計上した背景には、その地域の地方政府の圧力があったと
みられる。成長率にも疑いの目・・18年4～6月の経済成長率は6.7%と小幅減少だったが、市場は
「実態はもっと悪い」とみる。市場の不安心理を払拭できない。前年値をもとに計算して伸び率が正
しいか検証できなくなった。「臭いものにﾌﾀをする」姿勢では、信頼は得られない。

＊病院網　ｲﾝﾄﾞ・中国へ…富裕層に高度医療
ｱｼﾞｱ最大手の病院ｸﾞﾙｰﾌﾟ、ﾏﾚｰｼｱのIHHﾍﾙｽｹｱが人口大国のｲﾝﾄﾞと中国に地盤を広げる。ｲﾝﾄﾞ2
位の病院運営会社を買収し、ｸﾞﾙｰﾌﾟの病院の半数近くを同国に配置。中国では2020年までに3病
院を新設する。高齢化で需要が伸びる新興ｱｼﾞｱで富裕層向け高級総合病院のﾈｯﾄﾜｰｸを広げﾀｲ
やｲﾝﾄﾞﾈｼｱの競合に先手を打つ。
IHHは1974年にｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙで操業。現在は9ヵ月に49病院を運営する。ﾏﾚｰｼｱ政府系投資会社が
40%、日本の三井物産が18%出資する。もともとﾏﾚｰｼｱとｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに集中していたが、12年ﾄﾙｺ企業
を買収して国際展開を本格化した。17年の純利益は9億7千万ﾘﾝｷﾞ（約260憶円）。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙで得た
収益を新興国の拡大投資に回している。

＊中国、習氏礼賛を抑制…対米摩擦の責任分散か
中国で習近平国家主席に対する個人崇拝を抑制する動きが出始めた。きっかけは4日に起きた事
件だ。「習近平の暴政に反対する」。若い女性がこう言いながら、習氏の顔が描かれた看板に墨を
かける映像を自撮りしてｲﾝﾀｰﾈｯﾄに流した。動画は瞬く間に拡散し、やがてﾄﾞｱの外に警察が来たと
の発信を最後に、女性の行方は分からなくなった。当局に拘束されたとみられるが、これを機に習
氏を批判する動きが目立つようになった。北京では江沢民元国家主席ら習氏に対して1万字を超え
る外交・経済政策の意見書を提出したとのうわさが広まった。かって、毛沢東氏への過度な権力集
中が文化大革命という大混乱をもたらした記憶から、一人の指導者に強大な権力を渡すことへの
懸念は根強い。対米関係の改善に展望が見えないなか、責任を習氏一人に追わせないための戦
略か。

＊比の首長ら　殺害相次ぐ…捜査当局と「銃撃戦」の例も
ﾄﾞｩﾃﾙﾃ政権発足後2年強で、殺害された自治体幹部は計16人に上る。大半は麻薬組織などの関与
が取り沙汰される。
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ北部ﾀﾅｳｱﾝ市。2日朝、支庁舎で式典に臨んでいたﾊﾘﾘ市長が胸を狙撃され、死亡した。ﾄﾞｩ
ﾃﾙﾃ大統領の支持者。容疑者に「私は麻薬密売人」と掲げさせて町を連れまわし、物議を醸した。3
日には北部ｼﾞｪﾈﾗﾙﾃｨﾆｵ町長が路上で銃撃され死亡。7日に同ﾄﾚｽﾏﾙﾃｨﾚｽ市の副市長、11日には
南部ｻﾊﾟｻﾊﾟ町の副町長が撃たれて死亡。17年の7月、警察が薬物捜査で南部ｵｻﾞﾐｽ市の市長宅
で銃撃戦になり、市長、家族ら14人を殺害した。ロケ大統領報道官は12日「こんな事件はﾄﾞｩﾃﾙﾃ政
権の前からある」と述べ、薬物捜査を強行し続ける方針を示した。

＊ﾍﾞﾄﾅﾑ、部品産業に厚み…技術向上で恩恵
韓国ｻﾑｽﾝ電子のｽﾏﾎの一大生産拠点であるﾍﾞﾄﾅﾑで、部品ﾒｰｶｰが厚みを増してきた。ｻﾑｽﾝが技
術者派遣などで地元企業の底上げを支援し、2014年に4社だった調達先は29社に増え、20年には
50社まで広がる見通し。培った技術を自動車分野などｽﾏﾎ以外に転用する例も出ている。進出表
明から10年がたち、ｻﾑｿﾝ発の技術がﾍﾞﾄﾅﾑ産業の高度化を後押ししている。

＊東南ｱｼﾞｱPB　ｲｵﾝに勢い…関税ｾﾞﾛ、域内相互供給（ご当地仕様3千品目）
ｲｵﾝが東南ｱｼﾞｱを日本に次ぐ重要市場と位置付け、ﾍﾞﾄﾅﾑなどで出店を加速している。それを支え
る武器がﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾌﾞﾗﾝﾄﾞ（PB)戦力だ。現地で製造した商品が中心で、品ぞろえは3千品目近くこの
3年で倍増させた。ASEANの自由貿易体制が深まるのを生かし、複数の国で同じPB商品を相互に
融通するなど工夫し、域内で展開するｽｰﾊﾟｰの魅力を高めている。

＊中国の新興企業　資金調達最高に…上期6.1兆円、米に迫る
中国のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業が、国内外のﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ（VC)などから巨額のお金を集めている。2018年
の上期は3680憶元（6兆1千億円）と過去最大だった16年通期（2624憶元）を既に上回った。ﾈｯﾄ通
販や人工知能（AI)、EV、ﾊﾞｲｵ医療などを手掛ける新興の成長期待が高い。ただ、企業評価の割り
高さなど過熱感を指摘。中国のﾕﾆｺｰﾝ企業数は76社と米国（119社）に迫る。米国のように必ずしも
独創的なｱｲﾃﾞｱばかりではないが、約14憶人の人口をﾍﾞｰｽにした成長余力の大きさが最大の強み
だ。

＊住宅高騰　歯止めへ規制…香港・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ　印紙税あげなど
ｱｼﾞｱ各国で住宅価格高騰への警戒が強まっている。不動産投資が過熱すれば将来、価格が下落
に転じる際の悪影響が大きくなるためだ。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙや香港の政府は新たな規制を打ち出した。ｼﾝ
ｶﾞﾎﾟｰﾙ政府は2件目以降の住宅取得の印紙税を引き上げる、さらに外国人や法人が購入する場合
の印紙税率も高めた。米国のFRBの利上げ継続でｶﾈ余りだった世界の市場は転機を迎えた。ｱｼﾞ
ｱの不動産市場も今後、調整局面に入る可能性がある。

＊人民元安「防衛ﾗｲﾝ」緊迫…1ﾄﾞﾙ6.7元、1年ぶり安値水準
人民元の対ﾄﾞﾙ相場が1年ぶりの安値になり、金融当局の元安防衛策を巡り市場の緊張が高まって
いる。過去数年にわたり、当局が重視してきた１㌦＝6.8元の水準に接近。より大規模な介入や資
本規制が復活するとの懸念が浮上する。元安を放置すれば株式との連鎖安や資金流出を招きか
ねず、市場参加者は、当局の出方を注視している。
対米摩擦「習氏隠し」・露出控え責任論未然防止・・貿易戦争で市場が不安定になるなか、自らが
前面に立つのを避けているとみられる。習氏が矢面に立つのを避けるのは、貿易戦争が過熱して
国内の雇用不安が広がるのを恐れている。
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＊ﾐｬﾝﾏｰ、航空はや淘汰…成長期待で過当競争
「ｱｼﾞｱ最後のﾌﾛﾝﾃｨｱ」と期待される。ﾐｬﾝﾏｰの航空業界に早くも淘汰の波が押し寄せている。国内
線のFMI航空が23日に運航を休止。国内3社目の休止となった。同国では2011年の民生移管前後
から民間企業の参入が相次ぎ、11社もの会社がひしめく一方、搭乗客数が伸び悩んでいた。ただ、
ANAHDなどの外資勢は同国の長期的な可能性に注目。再編の機会を捉えた参入を探る。

＊東南ア市場　重圧と誘惑…大型受注競争　要求巧妙に
ﾀｲの火力発電所建設事業を巡り、東京地検特捜部が三菱日立ﾊﾟﾜｰｼｽﾃﾑｽﾞ（MHPS)元取締役ら3
人を不正競争防止法犯罪で在宅起訴した事件。世界で海外贈賄の取り締まりが強化される中、元
取締役らを違法行為に走らせたものは何か。大型案件が控える東南ｱｼﾞｱで失敗できないという重
圧と、その隙を突いた収賄側の巧妙さが透けて見える。「ある工事が進み、後戻りや停滞が許され
ない段階を見計らって、許認可を盾に金銭を要求する悪質なｹｰｽが増えている」と企業のﾘｽｸ管理
に詳しい弁護士の山口利昭氏は指摘する。

＊介護人材1万人受け入れ…政府20年目標
日本政府はﾍﾞﾄﾅﾑ政府と同国からの介護人材の受け入れ拡大で合意した。政府は1年以内に3000
人、2020年夏までに1万人の数値目標を設け、ﾍﾞﾄﾅﾑ側もこれに協力する。期限と受け入れ数を掲
げ、環境整備を急ぐ。介護分野の人手不足は深刻で、今回の数値目標方式をｲﾝﾄﾞﾈｼｱなど他国に
も広げ、介護人材を確保する。

＊中国、景気刺激鮮明に…人民銀が大量供給　財政出動も拡大
中国政府が景気下支えを優先する姿勢を鮮明にし始めた。中国人民銀行（中央銀行）は格付けの
低い社債の債務不履行を防ぐため、流動性供給を拡大。地方政府の資金難を解消し、道路や空港
などｲﾝﾌﾗ建設を拡大する方針も示した。米国との貿易戦争による経済の下押し圧力を和らげる狙
いがあるが、これまでの債務削減路線の事実上の棚上げで金融ﾘｽｸの先送りにつながりかねない
との懸念も出ている。景気テコ入れ策の一つが金融政策の微調整だ。「穏健で中立な金融政策」と
してきた表現から「中立」を削除。大手銀行向けに、過去最大の5020憶元（約8兆円）を出した。社債
を購入をするように市中銀行を指導する。

＊中国江蘇省「太陽の街」・ﾊﾟﾈﾙ工場次々閉鎖…対米輸出止まり閑散
世界市場を席捲してきた中国の太陽光ﾊﾟﾈﾙ大手が苦境に立たされている。米中戦争の序章となっ
た1月のﾄﾗﾝﾌﾟ米政権のｾｰﾌｶﾞｰﾄﾞ（緊急輸入制限）発動で米国向けの輸出が止まったうえ、中国政
府が5月末に打ち出した補助金削減で受注が急減したためだ。江蘇省常州市の「太陽光の街」では
工場が閉鎖され、再編成統合が行われている。

＊ｴｰｻﾞｲ、認知症薬に進展…途中段階の知験で効果　製品化なお壁
ｴｰｻﾞｲは開発中のｱﾙﾂﾊｲﾏｰ型認知症治療薬が臨床試験（治験）で認知機能の低下を抑える効果
を確認した。世界の認知症患者は2050年に1億3千万人を超える。世界の競合他社が相次ぎ認知
症薬開発で挫折する中、ｴｰｻﾞｲへの期待は大きい。だが今回は中間の治験結果。製品化できれば
大型商品に育つ可能性はあるが、なお高い壁が予想される。「この薬が有効だとわかるしっかりし
たﾃﾞｰﾀｰが出た」。

＊ﾏﾆﾗのﾋﾞﾙ、細すぎる柱…それにしても細すぎやしないか
経済発展著しいﾌｨﾘﾋﾟﾝの首都ﾏﾆﾗ。至る所で建設が進む高層のﾋﾞﾙやｺﾝﾄﾞﾐﾆｱﾑを見るたびに、つ
ぶやいてしまう。建物だけではなく、その柱のことだ。日本の高層建築物は鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造が
多いのに対し、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造を採用しているためだ。「鉄骨が入ったﾋﾞﾙはﾏﾆﾗに１棟だけらし
い」。業界基準の範囲内とはいえ、ｺｽﾄの低さを優先しているのだろう。気になるのは耐震性だ。ﾌｨﾘ
ﾋﾟﾝでも地震は起き、過去には数千人の死者を出したこともある。小さな地震が起きたとき、日本に
いる感覚で大丈夫だと気にしなかったが、周囲のﾌｨﾘﾋﾟﾝ人が皆、一目散に逃げだしたのを思い出
す。災害対策が着実に強化される日本と違うということを肝に銘じたい。

＊中国、不正ﾜｸﾁﾝ流通…子供３６万人接種　「国産不振」に拍車
中国で再び「国産品」への不信が高まっている。同国の製薬会社が不正なﾜｸﾁﾝを製造し、少なくと
も約３６万人の子供が接種した事実が発覚。自国産の安全問題が後を絶たないなか、国民の根強
い疑念をさらに増幅させている。政府は自国ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの育成を目指すだけに、指導部は問題の鎮静
化に躍起になっている。
製薬会社の立ち入り調査では、狂犬病のﾜｸﾁﾝの検査の数値を改ざん。混合ﾜｸﾁﾝ２５万本販売に
罰金刑を受けている。また別の製薬会社でも同様の不正があり、既に数十万本流通。国民の怒り
が一気に爆発。中国のﾈｯﾄ上では「今後は日本に旅行する際、ついでにﾜｸﾁﾝ接種も受けよう」とい
う呼びかけも出ている。

＊中国版「ニコ動」急成長…「ﾋﾞﾘﾋﾞﾘ動画・会員出演の配信人気
中国の動画サイト「bili bili（ﾋﾞﾘﾋﾞﾘ）動画」が急成長している。2017年の売上高は16年と比べて5倍近
くに伸びた。3月には米ﾅｽﾀﾞｯｸ市場に上場、時価総額は38憶㌦（4200憶円）と、ﾋﾞﾘﾋﾞﾘと同じｺﾒﾝﾄ付
き動画「ﾆｺﾆｺ動画」を運営するｶﾄﾞｶﾜ（約840憶円）を大きく上回る。ｱﾆﾒ文化で中国の若者の心をつ
かみ、ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団や騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）と人気を競っている。

＊百度や京東、金融分離…ﾈｯﾄ大手　中国で認可得やすく
中国ﾈｯﾄ大手が相次ぎ金融事業を分離する。検索大手の百度(ﾊﾞｲﾄﾞｩ）が金融ｻｰﾋﾞｽ会社を米ﾌｧﾝ
ﾄﾞなどに売却するほか、ﾈｯﾄ通販の京東集団（JDﾄﾞｯﾄｺﾑ）も金融子会社の売却を決めた。米国上場
している本体と距離を置いて中国当局の認可を取りやすくする狙いとみられ、影響力を増すｱﾘﾊﾞﾊﾞ
集団の金融会社ｱﾝﾄ・ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙを追う。
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＊塩野義、純利益99%増…4～6月318憶円　3年連続最高値
塩野義製薬が30日、2018年4～6月期の連結決算を発表し純利益は318憶円と前年同期から99%増
えた。海外で新しいｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ治療薬や抗ｴｲｽﾞｳｲﾙｽ（ＨＩＶ）薬のﾛｲﾔﾙﾃｨ収入が増加した。中国子
会社の旧工場売却益も計上。営業利益は73%増。3年連続で最高益になった。

＊貿易戦争、米企業に打撃…ＧＭ・GEの利益圧迫
米国が仕掛けた貿易戦争が、目に見える形で米企業の業績に悪影響を及ぼし始めた。自動車大
手のｾﾞﾈﾗﾙ・ﾓｰﾀｰｽﾞ（ＧＭ）や家電大手のﾜｰﾙﾌﾟｰﾙが相次ぎ業績予想を下方修正。金融界からも
企業の投資意欲や個人消費の萎縮を懸念する声が上がる。米経済は足元で好調を持続してい
る。だが企業業績への打撃が広がれば、投資や消費の減退を通じ実体経済に影を落とすことにな
る。ｺｶ･ｺｰﾗは25日、缶に使う鋼材価格の上昇を受け卸価格を引き上げた。米企業全体の業績は4
～6月期に2割増益の予想、貿易戦争が深刻になれば、実体経済を揺るがす。

＊新興国、ｱｼﾞは堅調…通貨安・ｲﾝﾌﾚ懸念
ｲﾝﾄﾞのﾄﾗｸﾀｰ製造大手、ｴｽｺｰﾂのﾅﾝﾀﾞ社長は生産能力を5割ｱｯﾌﾟを検討。人口13憶人の7割弱が
農村に住むｲﾝﾄﾞでﾄﾗｸﾀｰ販売は代表する指標だ。ﾓﾃﾞｨ政権が掲げる農家の所得倍増計画も後押
しし、2017年度の国内販売台数は過去最高を記録した。輸出が経済を主導するﾏﾚｰｼｱでは、電気
や化学製品の輸出が好調を維持し、貿易黒字の拡大が続く。ＩＭＦはｲﾝﾄﾞや中国、ASEANの主要国
を含む成長率が18年、19年ともに17年と同じ6.5%増と予測する。中国は減速するが、ｲﾝﾄﾞやＡＳＥＡ
Ｎ主要国の高成長が支える見通しだ。ﾄﾞﾙを握る米国の利上げ局面で世界経済の波乱の芽になっ
てきた。貿易戦争の要素も重なり、新興国の変調が世界経済のﾘｽｸになる懸念がくすぶる。

＊米経済　危うい高成長…4～6月ＧＤＰ、4.1%増に加速
米商務省が発表した4～6月期の実質国内総生産（ＧＤＰ、季節調整済み）の速報値は、前期比年
率換算で4.1%増だった。1～3月期2.2%から大幅に加速し、約4年ぶりの高い成長率となった。大型
減税が内需を後押しし、米経済は主要国で「独り勝ち」に近い状態だった。ただ、背後には家計の
過剰消費や貿易戦争前の駆け込み需要があり、持続力には危うさが残る。

＊ｱｼﾞｱ　危うい中国傾斜…経済支援、欧米と分断
世界第2位の経済大国・中国に対するｱｼﾞｱ各国の傾斜が一段と強まっている。29日に投開票され
たｶﾝﾎﾞｼﾞｱ総選挙は、中国の後ろ盾を得て強権を振るう政権与党が議席をほぼ独占した。経済力
を背景に投資や援助を気前よくつぎ込み、人権状況にも口出ししない中国のｱｼﾞｱ諸国への影響拡
大は止まらない。民主化の後退懸念は高まり、欧米やや日本が主導してきた人権尊重や法の支配
など、国際秩序が揺らぎかねない。
＊新燃費　独車に急ﾌﾞﾚｰｷ…ＶＷ・ﾀﾞｲﾑﾗｰ　ＷＬＴＰ試験対応遅れ（業績悪化）
米国発の通称問題に直面する欧州の自動車産業で、新たな混乱が起きている。発端は欧州連合
（ＥＵ）が2018年9月から導入する新たな燃費試験。独ﾌｫﾙｸｽﾜｰｹﾞﾝ（ＶＷ）は対応が間に合わず生
産を一時休止し、独ﾀﾞｲﾑﾗｰも業績予想を下方修正した。影響はｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ全体に広がりつつあ
る。ＷＬＴＰ移行はは数年前から決まっていた。なぜ、ＶＷとﾀﾞｲﾑﾗｰが混乱に陥ったのか。共通する
のは、排ｶﾞｽ不正問題の当事者と言うこと。

＊「未来のｵﾌｨｽ」実験…ﾀﾞｲｷﾝ　ＩＯＴ家電で感情分析
ﾀﾞｲｷﾝ工業は30日、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸや三井物産など5社と連携し、生産性を高めるｵﾌｲｽの実証実験を
2018年内に東京都内で始めると発表した。天井のｴｱｺﾝやｵﾌｲｽ家具にｾﾝｻｰを取り付けて、人のｽ
ﾄﾚｽ状態や興味関心の度合いを分析する。働き方改革が課題となるなか、新たなｱｲﾃﾞｱを生むｵﾌｲ
ｽ環境でそれぞれの強みを持ち寄り提案する。実証実験には家具のｵｶﾑﾗ、保険の東京海上日動
火災保険、ﾍﾙｽｹｱのﾗｲｵﾝが参加。
ﾀﾞｲｷﾝ製の業務用ｴｱｺﾝは国内で60万～70万台が稼働。今年2月から湿度や温度など空調から得
られるﾃﾞｰﾀを外部企業に公開し、新ｻｰﾋﾞｽ開発の協力企業を募っていた。今回が第一弾。今後も
協力企業を増やしていく。


